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NEWS RELEASE 
各  位 

平成 22 年 8 月 26 日 

 

『中国銀河証券提携記念 大講演会』開催のお知らせ 
～「中国銀河証券」副総裁 斉亮氏 特別来日講演 ～ 

 

岡三証券株式会社では、このたび、「中国銀河証券提携記念 大講演会」と題し、下記のとおり、

主要都市４ヵ所で講演会を開催いたしますので、お知らせいたします（参加費無料）。 

今回の大講演会は、当社と中国大手証券会社の『中国銀河証券』との提携を記念し開催する  

ものです。同社斉副総裁、秦チーフストラテジスト、王チーフアナリストをお迎えし、中国の   

経済や投資戦略、注目テーマなどについて、急成長を遂げる中国からの生の声をお届けします。 

 

記 

●開催日および会場 

9 月 14 日（火） 東 京 会 場  大手町サンケイプラザ （東京都千代田区大手町 1－7－2） 

  15 日（水） 名古屋会場  名古屋国際ホテル（名古屋市中区錦 3－23－3） 

16 日（木） 大 阪 会 場  大阪市中央公会堂（大阪市北区中之島 1－1－27） 

17 日（金） 津 会 場  津都ホテル  （三重県津市大門 7－15） 

●開催時間および内容（各会場共通） 

14：30 受付開始 

15：00 第一部 「成長を続ける経済大国中国」（中国銀河証券 副総裁 斉 氏） 

15：30 第二部 「経済構造改革の本質を掴め！ 転換点における投資戦略とは」 

（中国銀河証券 チーフストラテジスト 秦 氏） 

「注目テーマ 通信関連、省エネ・環境、消費」 

（中国銀河証券 チーフアナリスト 王 氏） 

16：40 第三部 「2010 年 中国株特選有望銘柄」 

（岡三証券 投資戦略部アジア情報室長 杉山） 

17：00 終了 

●お申し込み方法（各会場共通） 

  「岡三アジア情報館」web サイト上（http://asia-web.jp）から、お申し込みいただけます。 

※参加費は無料です。どなたでもお申し込みいただけます。 

 

※詳細につきましては、添付のパンフレット、またはアジア情報館 web サイトをご覧ください。 

 

以 上 

本件に関するお問い合わせは、企画部 大杉（03-3275-8248）までお願いいたします。 
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●本案内に記載のセミナーでは、セミナーでご紹介する商品等の勧誘を行うことがあります。こ

れらの商品等へのご投資には、各商品等に所定の手数料等（株式取引の場合は約定代金に対し、

最大 1.2075%（税込み）（手数料金額が 2,625 円を下回った場合は 2,625 円（税込み））の売買

手数料、国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

また、債券を募集・売出し等、または当社との相対取引により購入する場合は購入対価のみ、

外国株式取引の場合は売買金額に対し、最大 1.3125%（税込み）の国内売買手数料、投資信託

の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等の諸経費、等）をご負担いただき

ます。ただし、株式累積投資は一律 1.2075％（税込み）の売買手数料となります。 

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課

その他の賦課金が発生します。（外国取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現

地情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできませ

ん。）外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

なお、各有価証券等は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動によ

る評価額の変動によって損失が生じるおそれがあります。また、有価証券等は、発行体やその

他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、評価額が変動

することによって損失が生じるおそれがあります。外国証券については、為替相場の変動によ

って、売却後に円換算した場合の額が下落することによって損失が生じるおそれがあります。 

商品毎の手数料等およびリスクは異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面や目論見

書または上場有価証券等書面を十分にお読みください。 

 

 

 

商 号 等：岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 53 号 

加入協会：日本証券業協会 

（平成 22 年 8 月 26 日現在） 


